
 

新たな受診・相談体制の現状について 
 

１ 診療・検査医療機関の概要 

症状では識別が難しい、季節性インフルエンザと新型コロナウイルス

との同時流行に備え、発熱患者等に対し、季節性インフルエンザと新型コ

ロナウイルスの両方の診療と検査を行う医療機関として、県が「診療・検

査医療機関」を指定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指定状況（10月 28日時点） 

圏域等 指定数 

岐阜市 １１０ 

岐阜圏域（岐阜市以外） １０５ 

 西濃圏域 ５７ 

 中濃圏域 ９８ 

 東濃圏域 ５１ 

 飛騨圏域 ４０ 

合 計 ４６１ 
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市町村名 市町村名

110 98

105 関市 30

羽島市 18 美濃市 7

各務原市 52 郡上市 14

山県市 7 美濃加茂市 17

瑞穂市 7 可児市 21

本巣市 3 坂祝町 1

岐南町 7 富加町 0

笠松町 9 川辺町 2

北方町 2 七宗町 1

57 八百津町 2

大垣市 30 白川町 1

海津市 5 東白川村 1

養老町 2 御嵩町 1

垂井町 1 51

関ヶ原町 2 多治見市 23

神戸町 3 瑞浪市 4

輪之内町 0 土岐市 4

安八町 2 中津川市 13

揖斐川町 7 恵那市 7

大野町 1 40

池田町 4 高山市 25

飛騨市 8

下呂市 5

白川村 2

461

岐阜市

総計

圏域名 指定状況

診療・検査医療機関の指定状況（１０月２８日時点）

東濃圏域

飛騨圏域

中濃圏域

西濃圏域

岐阜圏域

圏域名 指定状況





 

インフルエンザワクチンの供給状況について 

 

１ ワクチンの製造予定量について 

今冬のインフルエンザシーズンのワクチンの製造予定量は、令和

２年１０月時点で、約 3,322 万本（１mL を１本に換算）の見込み。

これは、昨年度の使用量よりも約 12％多いもの。 

 
 

２ ワクチンの県内供給本数目安について 

県内供給量 １０２万人分 
  

 

 
※ 厚生労働省が、高齢者並び医療従事者、基礎疾患を有する方妊婦及び小児（６か月 

～小学校２年生）の推計人口や昨年度の県内供給実績等を踏まえ、都道府県別に設定。 

 ※ ワクチン需要、卸売販業者による地域・営業所の在庫融通等により、実際の供給本数 

は変動しうるため、最低供給本数を示すものではなく、10月はじめから全ての供給が 

始まるわけではない。 
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○塩野義製薬は、国立感染症研究所、UMNファーマと連携し、
ウイルスのタンパク質（抗原）を遺伝子組み換え技術で作成し
人に投与する「組換えタンパクワクチン」の研究開発を推進。

○国内で唯一、「組換えタンパクワクチン」の製造実績を有する
県内企業、アピ株式会社（本社：岐阜市）及び、そのグループ
会社である株式会社UNIGEN（本社：揖斐郡池田町）と３社共
同で、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン生産の供給
体制を構築。

○塩野義製薬は、池田町にある世界最大規模の大型培養施設
を有するワクチン製造工場を利用し、2020年度に1,000万人分、
2021年度中に3,000万人分のワクチン供給を目指す。

新型コロナウイルス感染症に対する
ワクチンの実用化に向けた取り組みについて

アピ株式会社
池田バイオ医薬品工場
（製剤製造）

株式会社UNIGEN 岐阜工場
（原薬製造）

抗原製造
工程

精製工程 製剤工程

※ 工場写真：企業ホームページによる



水際対策の現状について 
 

１ 国際的な人の往来再開 

（１）観光目的の短期滞在を除く在留資格（※１）を持つ外国人 

〇１０月１日から、帰国後２週間の自宅等待機などの防疫措置
を確約できる受入企業・団体がいることを条件に、全ての国・
地域からの新規入国が再開。（※２） 

 

 

 

（２）ビジネス関係の在留資格を持つ外国人や、海外出張から 

帰国・再入国した日本人 

〇自宅等や職場のみを行動範囲とすること、公共交通機関を使わ

ないことを条件に、帰国後２週間の自宅等待機措置を免除した

上で、全ての国・地域からの新規入国を許可することを検討。
（※３） 

 

 

 

 

 

２．空港の検査能力 

〇３空港の検疫体制は９月に拡充され、合計１万人超。 

（成田：４,７００人 羽田：３,８００人 関西国際：１,８００人） 

〇中部国際、新千歳、福岡を加えて、合計２万人に拡充される見 

通し（拡充時期は未定）。 

 〇（参考）１０月１２日から、中部国際空港で藤田医科大学３病
院におけるＰＣＲ検査の陰性証明書が受取可能となった。 

 

 

 

 

（※１）介護、特定技能、技能実習、特定活動、留学等の在留資格。 

（※２）入国者数は最大１日１，０００人程度に限定。 

（※３）先行して出入国制限の緩和を交渉している１６の国と地域については、 

別途、最大１日１，６００人程度の入国枠を設定。（ベトナム、タイ、豪州、

ニュージーランド、カンボジア、シンガポール、韓国、中国、香港、マカオ、

ブルネイ、マレーシア、ミャンマー、モンゴル、ラオス、台湾） 
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（参考）外務省「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置」(9/30) 
（本邦入国／帰国の際に必要な手続・書類等について） 

 （入国拒否対象地域に指定されている国・地域（感染症危険情報レベル 3）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考）外務省「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置」(9/30) 
（本邦入国／帰国の際に必要な手続・書類等について） 

（入国拒否対象地域に指定されていない国・地域（感染症危険情報レベル 2）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 


